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1.は じめ に

島根県大田市周辺を基地とす る小型底曳網漁業は,島 根県中部海域において年間約120ト ン(島

根県農林統計,1988)の ヒラメを漁獲iしている。ヒラメの漁獲量は1967年 頃から現在 までほとんど

変動がな く(北 沢,未 発表),他 の魚種 と比較 して安定 している。近年では漁獲物の一部が活魚と

して出荷され,そ の結果,生 産金額に占める割合が高まってきた。

この よ うな ヒラメに対 して,そ の資源 を人為的 に増加 させる試み として,島 根 県栽培漁業セ ンター

が1982年 か ら人工種 苗を放 流 してい る(島 根県栽培漁 業セ ンター,1983)。

しか し,そ の放流の効果は漁獲物の中に若干の放流魚が混獲 されることはあっても,そ れほど目

立つほどのこともなく,現 在 までのところ,そ の効果を明確に示した報告もみられない。

このことはある海域において,あ る一定の漁獲努力量のもとで漁獲量が安定 している場合,ど の

程度の放流尾数が必要であるのかが考慮 されていないことに1つ の原因があると考えられる。 した

がって,放 流効果を期待す るためにはあらか じめ放流海域の天然稚魚の数量を把握 し,そ の数量に

応 じた放流量が決定 されなけれぽならないはずである。 ここでは島根県中部海域において,現 在の

安定 した漁獲量のもとで,ど の程度の数量の稚魚が生息 しているのかを理論的に検討 したので報告

する。

2.ヒ ラメの ライ フサ イクルと資源特性値

表1に ヒラメの ライ フサ イ クル を示す。産卵親 魚は3才 以上 で1尾 が平均的 に100万 粒 を産卵 す

る。産卵期は4月 で艀化後2ケ 月で2～8cmの 体 長 に成長 し,着 底 生活 に入 る。9月 には水深40m

まで 移動す るが,小 型底曳網漁業 では漁獲対 象 としていない。 この大 きさの ヒラメは1年 後には体

長23emと な り漁獲対象 となる。最高年令 は15才 であ る。 これ らの成長段階 間の生残率は卵 か ら着底

稚魚 まで と,着 底稚魚か ら0才 までは不 明であ るが,0才 か ら1才 までの生残率は標 識放流結 果か

ら0.4,1才 以降 の生残 率は0.296と 推 定 され てい る(吉 尾,未 発表)。

表2は 島根県中部海域 に おけ る資源特性値(吉 尾,未 発表)を 示す。 この特性値 は1985年 の 調査

結果に基づいて推定 された ものであるが,小 型底曳網漁業 の ヒラ メ漁獲量 が安定 して いるこ とか ら

年 々の特性値 にそれほ どの変 化は ない と考 えられ る。1985年 の1才 の漁 獲尾 数は16,178尾 で利 用度

は0.132と な っている。



表1,島 根県中部海域におけるヒラメの ライフサ イグル

3.総 産卵数(No)の 推定

現在の漁獲量が保たれるためには,ど れほどの数の卵が必要なのかを推定するモデルを以下に示

していく。3つ のモデルが考えられるが基本的な考え方はいずれも再生産率に基づくものである。

ここでいう再生産率 とは加入量と親魚量の比である。

モデル1

図1に ヒラメの年令融 の模式図を示す.再 生産率(K)はK一 」矩 劾 される.図1よ り



図1.ヒ ラメの年令構成の模式図



モデル 皿

漁獲開始年令 をtc=1,そ れ 以降 の生残率 をs,寿 命 を15年,1才 の 加入量をRcと す る と,漁

獲対 象資源Nは 次の ように示 され る。

また,3才 魚以上の成熟親魚数Aは 次の よ うに示 す ことがで きる。

以上の2つ のモデルから導かれた①式と②式は同 じものとなる。



次に産卵数からのモデルを示 してい く。

モデル 皿

年令tcの 資源量,す なわ ち加入量Rcは,産 卵数hか ら

で示 され る。 したがって

この よ うに3つ のモデルか ら再 生産 率Kに 関す る2つ の式 が導かれた。

ここで,加 入年令tc=1才,産 卵数h=1,000,000な の で,③ 式か ら

ここで,① 式にS=0.296,を 代 入す ると

4.着 底稚魚数(Rs)の 推定

前項において,必 要な総卵数を推定 したが,次 に卵から着底稚魚までの生残率を推定 し,さ らに

島根県中部海域での着底稚魚数を推定する。



図2島 根県中部海域におけるヒラメのライフサイクルと成長段階間の生残率

図2に モデル作成の ため再 び ヒラメのライ フサイ クル を示す。成長段 階間の生残率は先に述べた

よ うに0才 か ら1才 までは0.4,1才 以 降15才 までは,0.296で あ る。

ここで,1才 で完全加入す る と仮定 し,No(総 卵 数) ,Rs(着 底 稚魚数),R(0才 の資源尾数),

N1(1才 の 加入尾数)… …N15(15才 の加入尾数) ,A(親 魚 数)を 生残率 を用いて示 してい く。

各成長段階 の生残率 は図2に 示 した とお り,S1,S2,S3,S4で あ る。

す なわ ち



これか らS1とS2の 範 囲は,0<S1<0.025,0.025<S2<0.4と な る。

この ようにS1とS2の 範 囲が推定 で きた ので,次 にS2の 値 を0.05き ざみ で0.35ま で変化 さ

せ,⑥ 式 か らS2を それぞれ計算 し,Rs=NoS、 か ら着底稚魚数を計算 したのが表3で あ る。表

3を みる とS1とS2の 範 囲内では7通 りのS1とRsが 計 算 され る。着底稚魚数 は287万 尾 か ら

2,014万 尾 の範囲 内にあ るこ とに なるが,こ の範 囲内では推定値 と しての意 味が ない。 そ こで,

表3か らS2とRs,SlとRsの 関 係 を検討す る と



⑧式 より

2,721,916S、2-2,042S、+0.OOOO24444=・O… … ⑨ と い う2次 式 が 得 ら れ る。 ⑨ 式 の 解 は

S1=0.0006,お よ びS1=0.000098と な る 。

⑥ 式 か ら,前 者 に 対 応 してS2=O.066,後 者 に 対 応 してS2=0.408が 得 られ る が,0.025<S2

ぐ0.4の 条 件 か ら 前 者 が 採 用 さ れ る。

す な わ ち,卵 か ら着 底 稚 魚 ま で の 生 残 率 は0.0006と な る 。 した が っ て,着 底 稚 魚 数 は,

Rs=No・S1か ら25,170,504,000×0.0006=15,102,302(尾)と 計 算 さ れ る 。

5.考 察

現在の安定 したヒラメ漁獲量を保つためには,総 卵数252億 粒,着 底稚魚数1,500万 尾が必要であ

るとの推定を したが,こ の必要卵数を得 るためには加入後の生残率を0.296,3才 以上を産卵親魚

として,約2万5千 尾の雌親魚が必要 である。

年々の漁獲量が安定 していることは親魚数が保たれていることになるが,実 際には,島 根県中部

海域で再生産 されていると考えるよりも,卵 は西部から補給 されるものの方が多いのではなかろう

か。吉尾(未 発表)が 大社湾で調査 した桁曳網による着底稚魚の推定尾数は約560万 尾 としてお り,

この場合,卵 数は37億5千 万粒 となる。 これは調査海域が大社湾に限 られ,も し仮に小型底曳網漁

場全域の産卵場に引 き延 したとしても先述の着底稚魚数 と総卵数の1,500万 尾,252億 粒 という推定

値 よりもかな り小 さい値になるであろう。

したがって,島 根県 よりも西の海域で産卵親魚が多量に漁獲され,産 卵数が減少するならば島根

県中部海域の小型底曳網漁業のヒラメ漁獲量は減少 してい く可能性がある。幸い現在,資 源培養管

理推進事業の天然資源調査 として,山 口県ではヒラメの親魚を管理するための方法が研究されてい

る(島 根県,1989)。 その結果に基づきヒラメ親魚が保護されるならぽ,小 型底曳網漁業のヒラメ

漁獲量はこのまま安定するもの と考えられる。

一方 ,島 根県(1988)は ヒラメ20万尾放流を 目標 とした栽培漁業基本計画を発表 した。この計画

は放流効果の把握,放 流適地の調査結果が不明のまま実施されるわけであ り一種の実験 と考えられ

よう。 しか し,島 根県栽培漁業セソター(1983)が1982年 から継続 してヒラメを放流 しているのに

もかかわ らず,そ の効果が現われないことは放流尾数のオーダーが自然界のそれに較べて極端に小

さいことにあるのではなかろうか。放流サイズが50mmと すると天然の同サイズのヒラメは,島 根県

沿岸域の水深20m以 浅に1,500万 尾 も分布 しているのに対 して,放 流尾数:が20万尾では自然界に放

流尾数が加わった としても,そ れは年々の変動および生残率の誤差内に含まれて しまうであろう。

このことはヒラメの資源調査をさらに精密に実施することの必要性を示 している。
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